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みなさん、今から老後に
ついて想像できますか？



研究の動機

老後に貯蓄を減らす生活だけでは生きていけない

老後2000万問題など老後に対する不安

国の政策などではこの先限界があるのではないか

将来の世代で問題が深刻化



研究目的

年金制度を見直し、改善するため

自助努力での老後を賄う方法を見つけるため
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老後2000万問題とは

 夫65歳、妻60歳の時点でともに無職

 30年後まで夫婦ともに健康である

 その間の家計収支がずっと毎月5.5万の赤字

 月5.5万×12カ月×30年＝1980万

 人生100年時代といわれる

参照：https://www.nikkei.com/article/DGXMZO46021700S9A610C1I00000

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO46021700S9A610C1I00000


典型的な老後夫婦のモデル

参照：https://www.nikkei.com/article/DGXMZO46021700S9A610C1I00000

https://www.nikkei.com/article/DGXMZO46021700S9A610C1I00000


年金制度の
必要性

高齢者を社会全体で支えるため

終身の支給

老後の主な収入に



年金の仕組み

 現役世代が支払った保険料が積立金と合わせて支給されている

→賦課方式

 第一号被保険者は毎月16260円を負担

→満額は年間77万9300円、実際の平均は年間約68万円(基礎年金のみ)

 第二号被保険者は月給の17.828％(会社と折半)

→厚生年金は所得によって変化するが基礎年金と合わせた平均は年間約184万円

 20歳から60歳で保険料を納める(学生や免除、追納などがある)

 年金の受給開始は65歳で統一されている(繰り上げ、繰り下げ可能)

参照：厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html


年金の仕組み

参照：厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html

三階建て構造

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html


定年が60歳の受取額

参照：三井住友銀行 https://money-viva.jp/nenkin/0001/

https://money-viva.jp/nenkin/0001/


年金の規模

半数が年金のみ
で生活

参照：厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html

保険料で38.9兆円
年金給付で55.1兆円

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html


年金被保険者と受給者推移
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参照：厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html


2050年人口予測

 2050年には9515万人(現在より約3300万人減少)

高齢化率は39.6％(約3806万人が高齢者)

生産年齢人口(15歳～65歳)約3500万人、若年人口(0歳～
14歳)約900万人減少

高齢人口(65歳～)は約1200万人増加

2018年では高齢者1人に対し、現役世代が2.1人

しかし、2065年では1.3人との予測
参照：厚生労働省 総務省
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html https://www.soumu.go.jp/main_content/000273900.pdf

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html
https://www.soumu.go.jp/main_content/000273900.pdf


日本の所得代替率

所得代替率・・・年金を受け取り始める時点における年金額が

現役の平均手取り収入額のどのくらいの割合か

 2019年において、日本のモデル世帯の所得代替率は61.7％

 21年後のモデル世帯の所得代替率は7～10％の低下

経済成長や労働参加が進まない場合、30年後には40％まで低下

参照：厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html


その他の現状

厚生年金は強制加入、基礎年金について第一号被保険
者に強制力はない（空洞化）

→第一号被保険者の4割が保険料を払っていない（ド
ロップアウト）

→今後のインセンティブの確保

基礎年金支払いと生活保護の支払いに対する問題

パートなどによる女性や非正規雇用の年金

様々なライフスタイル

高福祉、低負担



海外との比較

https://www.travelvoice.jp/20181027-119939

十分性、持続性、健
全性の三分野で年金
制度を評価

日本は29位 D評価
は最低ランク

https://www.travelvoice.jp/20181027-119939


世界各国の年金制度

参照：厚生労働省

https://www.mhlw.go.jp/content/12500000/000615278.pdf

https://www.mhlw.go.jp/content/12500000/000615278.pdf


社会変化への政府の対応策(少子高齢化など)

 経済状況に合わせ、給付金額を調整させる

→マクロ経済スライド

 高齢者や女性が働くことができる環境の整備

 保険料の引き上げ

 国庫負担を2分の1へ引き上げ

 積立金の活用

 給付は原則65歳、繰り上げ、繰り下げにより60～70歳間で選べる

参照：厚生労働省
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/index.html


現状の政府の政策では不足している

新たな解決策が必要である



問題

年金の財源が足りない

公的なものでは限界がある



解決策として考えたこと

年金給付年齢の引き上げ

個人でつくる時代へ
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老後の資金を確保するための対策案

年金の支給開始年齢の引き上げ



政策の現状

・2020年現在、支給開始年齢は原則65歳

受給者は最大で60歳までの繰り上げ、70歳までの繰り下げが可能

(2022年からは75歳までの繰り下げが可能になる)

・2024年～2027年にかけて65歳から67歳に引き上げる予定

・在職老齢年金制度の緩和(2022年施行予定)

年金を受給しながら働く人(60代前半)への対策

年金と給与の合計額28万円→47万円へ引き上げ



支給開始年齢の引き上げを推進する理由

 持続性（将来に向けた安心度）の向上

 年々伸びている平均寿命、世界最速の高齢化への対応 ※図1

 高齢者法との相乗効果で60代の就業率↑

 長く働く社会への変化 企業や労働者の就労長期化に向けた対
応が期待できる



※図1

参照：http://group.dai-ichi-life.co.jp/dlri/pdf/macro/2018/hoshi190227.pdf

他国に習い支給開始を引き上げる

http://ｓ　http:/group.dai-ichi-life.co.jp/dlri/pdf/macro/2018/hoshi190227.pdf


しかし支給開始年齢の引き上げによる課題も存在する

現在、65歳からの受け取りを選択している人は約9割

もし引き上げれば、支給開始までの間労働により賄う
ケースがほとんど



これらから考えたこと

・高齢化が加速している中で、支給開始年齢を引き上げる
ことはやむを得ない

・支給開始まで安定に働くことが出来る制度が必要



目次

1．年金の制度や現状

2．給付年齢の引き上げの提案

3．定年制度の改良

4．私的年金の紹介



定年制度の改良を吟味

現在ある定年に関する制度とその現状を
見ていき望ましい改善の提案をしていく



定年制度について

2006年4月に施行 高齢者雇用安定法改正
→継続雇用制度の導入・定年年齢の引き上げ・定年の定め廃止から選択

しかし

実際は継続雇用制度が圧倒的多数



実態

2007年度厚生労働省統計
一律定年制のある企業で継続雇用制度を取り入れる企業

(90.2％)の場合
再雇用制度66.7％ 勤務延長制度12.3％ 両制度10.9％

希望者全員を雇用する企業の場合
再雇用制度43.2％ 勤務延長58.1％



勤務延長と再雇用制度とは

勤務延長
定年退職をとらず引き続き雇用する制度

再雇用制度
定年到達者を退職させ再び雇用する

給与,労働時間が減少し
コスト面で大きな違い



再雇用後の年収について

定年到達時とほぼ同等・・・6,5％
定年到達時の8割～9割・・・14,8％

6割～7割・・・44,4％
半分程度・・・20,4％

所得が大幅に減少してしまう割合が高い



年代における平均所得

• 生活できないほどの減給ではないがリタイア
後の貯蓄を考えると大きく減少している

• 女性においては所得の多くが消費に割り当て
られ貯蓄をするには難しい可能性がある

年齢
平均年収

全体 男性 女性

50歳 569万円 631万円 427万円

51歳 586万円 655万円 419万円

52歳 603万円 676万円 425万円

53歳 603万円 663万円 423万円

54歳 621万円 679万円 434万円

55歳 646万円 694万円 430万円

56歳 661万円 704万円 442万円

57歳 660万円 695万円 414万円

58歳 685万円 714万円 475万円

59歳 738万円 769万円 435万円

60歳 687万円 701万円 527万円

61歳 556万円 567万円 441万円

62歳 523万円 543万円 286万円

63歳 554万円 567万円 373万円

64歳 558万円 566万円 356万円

65歳 576万円 586万円 358万円
https://doda.jp/guide/heikin/age/#:~:text=%E5%B9%B4%E4%BB%A3%E5%88%A5

%E3%81%AE%E5%B9%B3%E5%9D%87%E5%B9%B4%E5%8F%8E,%E3%82%92%E3%82%A2

%E3%83%83%E3%83%97%E3%81%95%E3%81%9B%E3%81%A6%E3%81%84%E3%81%BE%

E3%81%99%E3%80%82

年代別・年齢別平均年収情報【最新版（2019年）】
2018年9月～2019年8月の1年間にdodaエージェントサービスに登録した人の平均年収データ



望まれる改正

 雇用の延長は高齢者にとって救済的ではあるが不合理であ
る可能性があり前期の表にあるように定年後の収入が著し
く減少する場合がある。
→勤務延長制度を取り入れるように働きかける

ex. 政府：一定割合の労働者を勤務延長に
企業：職務遂行能力等の基準を設け選抜

労働者には勤務延長による賃金を得られる労働力に見
合った職務遂行力を身に着けるインセンティブになり、
企業が高齢労働者を選択しやすく
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研究目的

年金制度を見直し、改善するため

自助努力での老後を賄う方法を見つけるため



私的年金や資産づくり

 iDeCo・・・毎月上限内で積み立てを行い、あらかじめ用

意された金融商品を自ら運用し、60歳以降に年金または一

時金で受け取りできる。節税もでき、運用益は非課税にな

る。運用によってはプラスにもマイナスにもなる。

 国民年金基金・・・厚生年金がない第一号被保険者が任意

で加入できる。節税効果や将来の受取金額が確定している。

途中の脱退やインフレに対応できないということがある。



 個人年金保険・・・保険会社が取り扱っており、様々なライフ

スタイルに合わせ、自分に合ったものに加入できる。種類に

よって様々であるが、節税は可能である。

 付加年金・・・月額400円を上乗せして払うことで、200円×納

付月額が将来の年金に上乗せされる。20歳～60歳まで払い続け

た場合、2年で元が取れる。



国、企業、家計それぞれで年金の対策をしていくことが

不可欠である。

私たちは個人での知識も身につける必要がある。
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ご清聴ありがとうございました。


